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V. 模倣品等被害額推計の課題

サブ項目

上記Ⅰ. について
1. 模倣被害調査（特許庁）
2. 中国模倣被害実態アンケート調査（JETRO）
3. 特許権等の侵害による経済的影響に関する研究（経済産業省）
4. 模倣品の製造販売が国民経済へ与える損害に関する調査・研究（中国国務院発展研究中心）
5. 各国における米国企業の著作権被害額の推計（IIPA）
6. キャラクター玩具被害額（日本商品化権協会）
7. その他の模倣品等被害額推計（IACC : International Anti Counterfeiting Coalitio

上記Ⅱ. について
1. 中国、台湾、韓国、タイにおける日本企業全体の模倣品等被害額の推計

上記Ⅲ. について
1. 模倣品等被害による直接的影響の試算
2. 模倣品による影響～定量的な把握が困難な影響について
上記Ⅳ. について
1. 模倣品等被害によるマクロ経済効果
2. 直接効果（被害）
3. 波及効果（被害）
上記Ⅴ. について
1. 基本データの収集・整理
2. 企業における被害額の把握

主な項目

I. 既存調査の分析（結果のまとめ）
II. 模倣品等被害額の推計（結果のまとめ）
III. 模倣品等被害の影響によるマイナス効果の測定（結果のまとめ）
IV. 模倣品等被害によるマクロ経済効果の算定（結果のまとめ）

模倣品被害の経済的影響に関する分析調査について
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